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除いて全て公刊しており、発展途上国研究という特定主題を扱っ いるため、元来、機関／分野リポジトリ 原型をなすものである。しかし、最新一〇年分の出版物を有料としていることから、完全なオープンアクセスではないため 別に学術機関リポジトリ（ＡＲＲＩＤＥ）を設け いる。●
貴重資料群のデジタルアーカイブ当初、 「どんな資料について、なぜア
カイブを作るのか」を検討した際、まず先人の職員が積極的な意図をもって収集 た「岸幸一資料」と「旧植民地関係資料」が候補に上がった。これらの資 は、次世代に伝えるために、当時の最新媒体で ったマイクロフィルムによって保存されていた資料群である。とく 「旧植民地関係機関刊行物総合目録（全五巻） 」 （以下、 「総合目録」と略）の編纂 関係資料の収集は当館が社会的基盤の提供を強く意識した事業であった。これをいわば、 「アナログアーカイブ」から現代のデジタルアーカイブへ再生させたのが「近現代アジアのなか 日本」である。朝鮮総督府、台湾総督府、満州国、南満州鉄道株式会社などと った、いわゆる旧植民地関係機関の刊行物（二〇〇八年一〇月現在、図書・年刊類：約二万六〇〇〇点、雑誌：二〇〇〇点を収録）について、 「総合目録」を基にして、
新たに国内外五四六機関の一九万点にも及ぶ所蔵情報をデータベース化したものである。また、合わせて当館がマイクロフィルムで入手していた南満州鉄道株式会社刊行の希少資料約三九〇〇点（戦後まもなくＧＨＱが接収し、米国議会図書館に所蔵されている約三二〇〇点、国立 会図書 所蔵の約六〇〇点、および当館所蔵資料）の全文を画像で公開している。
この事前調査では、多くの図書館が関係









は、美術館・博物館・図書館などの所蔵品、Ｗｅｂ情報、特色のある文化などのデジタルアーカイブ化、および国内外への情報発信の推進が盛り込まれている。当館のデジタルアーカイブは、前述したよう 確かな意志とコンセプトを持っ 構築した結果、偶然にも、こうした要請に呼応 ものとなった。
しかし、近年の図書館をめぐる厳しい環
境では、デジタルアーカイブ 「図書 の業務」という位置を十分に確保しているとは言い難く、費用、人材面など課題 山積している。従来の図書館の枠を超えて知的文化資源へのアクセスを提供しようとする意識と、 組織、 技術 システム、 費用といった面での長期的な視野が必要であろう。
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